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研究成果の概要（和文）： 

持続可能な発展と人間開発との理論的関係は矛盾や対立するものではなく、発展のための基
盤や条件を持続しつつ人間開発を図るという意味で、今後は持続可能な人間開発（Sustainable 
Human Development）と定式化して議論を展開する枠組みを確立した。重層的ガバナンスについ
て、新興国の台頭と、温暖化防止への取り組みを機会と見るパラダイム転換および炭素市場の
出現と拡大が大きな影響を及ぼし、今後のレジーム変化を規定する基本的要因として抽出した。 
研究成果の概要（英文）：  
The view that the concepts of the sustainable development and human development share 

perspectives on opportunity and quality of life is discussed. We also attempt to combine the 

two concepts into a concept of sustainable human development, and discussing how to 

make the sustainable human development operational. Emerging countries and the 

expansion of carbon market would be fundamental determinants of the future regime of 

multi-level environmental governance of sustainable development  
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１．研究開始当初の背景 

本研究領域は、ブルントラント委員会に
よって提示されたように、世界・各国・地
域の経済発展は持続可能な発展パターンに
転換していかなければならないという認識
に基づいている。とりわけ、その提起を実
践性を持つ操作可能な概念にする必要が世
界的に認識されていたことが、本研究の背

景としては重要である。その移行過程の重
層的環境ガバナンスのあり方に焦点があり
、理論的基礎を与えるとともに、各論的研
究成果を有機的に結合し再構成することで
実践的解を求める学際的総合研究が必要で
あると認識されていた。 
２．研究の目的 

本研究領域の主たる目的は、グローバル
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、リージョナル、ナショナル、ローカルの
各レベルにおいて経済の地球的一体化に伴
い不均質に現れる環境影響に着目して、発
展パターンを持続可能なものに再編成して
いく重層的環境ガバナンスのあり方を提示
することにある。地球環境問題・地域環境
問題の相互関係を分析し、政策的対応たる
環境ガバナンスの全体構造を、以下の３つ
の視角から整理する。第１に、各レベルで
生じる環境問題の相互連関構造に着目し、
環境問題を引き起こし持続可能な発展への
移行を阻害する経済メカニズムの地域的・
重層的特徴を明らかにする。第２に、各レ
ベルでの制度・政策的対応の展開過程と相
互作用関係を分析・抽出する。第３に、上
記の研究結果を参照しつつ、持続可能な発
展パターンへの移行過程における重層的環
境ガバナンスの理論的基礎と戦略を明らか
にする。 
 持続可能な発展論の展開方向と関連して、
各研究班において理論的・実証的研究がす
すめられた。環境問題の具体的内容や制
度・政策的対応の分析・評価については、
ローカルレベルでは「居住文化育成の視点
から見た持続可能な都市・地域デザイン」
班及び「グローバル時代のローカル・コモ
ンズの管理」班、環境政策のポリシー・ミ
ックスに至る進化過程は「環境政策のポリ
シー・ミックス」班、東アジアの経済ダイ
ナミズムと環境ガバナンス構築との関連は
「東アジアの経済発展と環境政策」班、環
境評価システムの再構築は「エコロジカル
リスク管理と自然再生」班で取り組まれた。 
 また、地球温暖化防止の国際的枠組みを
検討する「温暖化防止の持続的国際枠組み」
班及び環境ガバナンスと民主主義との関連
を扱う「環境ガバナンスを支える民主主義
の理念と制度の研究」班は、それぞれ「持
続可能な発展のための環境ガバナンスの基
礎理論」班と基礎理論構築のための理論
的・実証的基礎を提供しあう関係にあった。 

以上、持続可能な発展と重層的環境ガバ
ナンスは、いずれも個別研究分野のみでは
解明しきれないことに鑑み、広範な研究分
野を横断的に扱う学際的かつ統合的な研究
として、以下の 3 つを主題にしてすすめた。
①持続可能な発展の定義を明確化し、操作
可能性を高める、②持続可能な発展の実現
を困難にしている環境的、政治的、経済的、
社会的要因を解明する、③それら要因を克
服する環境ガバナンスのあり方をグローバ
ルからローカルまで各レベルで相互の連関
や変容過程に着目しつつ明らかにする。 

本研究は、領域内での各計画研究班の研
究成果を基礎とし、その統合的理解を可能
にする理論的枠組みを提示する試みである
と同時に、その理論的枠組みがそれぞれの

研究に対する指針を提示するという双方向
的関係を持つことで、領域全体として学術
的・社会的意義の大きい研究成果を創出す
るものである。研究成果を迅速に社会に広
くできるだけ双方向型で発信することもあ
わせてすすめた。 
 
３．研究の方法 
 学際的な研究チームとして、それぞれのデ
ィシプリンに基づく分析や調査の結果を相
互に交流し、コミュニケーションを深化させ、
再度、それぞれの分析や調査を再構成すると
いう方法を採用した。このことが本研究にお
ける基本的な方法であり、特徴である。しか
がって、本研究においては、経済モデル分析、
地域実態調査、政治学・社会学的分析、理論
分析など多様な方法から検討が行われてい
るけれども、いずれの方法も他のディシプリ
ンからの影響を受け、摂取することで、本研
究目的に照らして方法的発展が試みられて
いる。 

この研究課題に対して本研究で行ったも
う 1 つのアプローチは、グローバル化の影
響を受けつつ自然資本の維持・活用に取り
組む管理組織の実態を調べることである。
入会を含めコモンズは、歴史的に資源保全・
地域自治の運営主体として、各地域社会に適
した形で機能してきた制度であった。ところ
が、グローバル化は官と個の肥大化を伴いが
ちで、コモンズ管理に大きな負のインパクト
を及ぼしつつある。本研究で注目したのは、
グローバル化が及ぼすインパクトに対して
自然資本の管理組織ともいえるコモンズが
とった対応である。入会の悉皆調査を含む実
態調査を行った。 
 
４．研究成果 
主要な研究成果は以下のとおりである。 

【持続可能な発展の定義を明確化し操作可
能性を高める】 
持続可能な発展の概念は、環境と開発を統

合的に扱う上で基本におかれるべき概念で、
きわめて広い領域において大きな影響を及
ぼしてきた。ただ、理論的にはあいまいな概
念とされ、方向性は示しているけれども実践
的な意義は乏しいとされてきた。それに対し
て本研究では、持続可能な発展（sustainable 
development）概念の操作性を高めることを
目的に、まず人間開発（Human Development）
概念の理論的比較を行い、両者の区別と関連
を明確にした。さらに、政策的操作可能性を
高めガバナンスのあり方に指針を与える観
点から、両概念の統合的理解を可能にする理
論的枠組みに磨き上げた。 
人間開発概念は、A.センが提唱してきた人

間の福祉（well-being,アリストテレスのい
う good lifeに近く、生活の質とほぼ同義）



を中心におく開発概念である。従来、持続可
能な発展と人間開発との理論的相互関係は
明らかではなく、政策などの現場においても
両者の実践的内容の異同をめぐって混乱が
みられた。本研究では、P.ダスグプタや K.
アローらによる持続可能な発展理論を基礎
において、人間開発概念をも包括する理論的
枠組みを構築した。持続可能な発展を福祉の
持続的向上と定義し、さらに構成要素と決定
要因という福祉の 2側面に区別するダスグプ
タらの枠組みに人間開発概念を位置づける
ことを試みた。その結果、人間開発が問題に
している開発概念の見直しとは、開発によっ
て何が達成できたのか、それを評価する尺度
の問題であり、ダスグプタのいう福祉の構成
要素、つまり発展の帰結の評価問題として大
半は扱えられることが明らかになった。しか
し、従来の開発が問題視されてきたのは、発
展の基盤を破壊する―環境破壊はその典型
的な事例であり地球環境問題はその究極的
な形態である―開発のあり方の問題でもあ
る。これは福祉の決定要因にあたる問題であ
り、発展の基盤や条件を持続する課題だと言
える。要するに、福祉の 2側面に着目するこ
とで、持続可能な発展と人間開発との理論的
関係を明らかにすることができた。したがっ
て、持続可能な発展と人間開発とは矛盾や対
立する概念ではなく、発展のための基盤や条
件を持続しつつ人間開発を図るという意味
で、今後は持続可能な人間開発（Sustainable 
Human Development）と定式化して議論を展
開すべきだと結論できる。 
持続可能な発展はそのプロジェクトレベ

ルでの具体化や政策化をすすめる上で分野
や対象ごとで各論化傾向を持たざるを得な
いが、同時に総合性を持たなければ実践性が
失われる。内発性や進化性に着目した総合化
の理念と手法の明確化は今後の課題として
残された面もあるが、その実現のための手が
かりも持続可能な人間開発概念から得るこ
とができる。人間開発概念は人間の福祉を中
心に置くが、それは生活水準と必要の充足だ
けにあるのではなく、福祉の構成要素の充実
であり、それを可能にする人間の環境制御能
力の向上を伴うものである。したがって、
Human Development は人間開発と訳されてき
たけれども、環境制御能力の向上という意味
での人間発達を含意している概念であり、発
展の基盤を持続可能にする発展パターンを
制度化できる可能性もここに根拠を持つこ
とになる。 
【持続可能な発展の実現を困難にしている
環境的、政治的、経済的、社会的要因を解
明する】 
 東アジアの経済発展と環境政策、自然資
本やコモンズの管理問題、都市・地域の居
住問題、気候変動防止問題などを事例にし

た実証分析に基づいて、持続可能な発展パ
ターンへの移行を阻害している要因を考察
した。その結果、第１に、グローバル化の
進展に伴って世界や地域の経済面・環境面で
の相互依存関係は深まったけれども、生み出
される付加価値とそれに伴う環境負荷の帰
属先が乖離する構造にあることである。東ア
ジア地域について産業連関分析を用いた定
量分析を行った結果、付加価値は米国や欧州
などのアジア域外に漏出し、従来主に米国が
負担していた環境負荷が東アジア地域で急
増する傾向が検出された。 
 入会の悉皆調査を含む実態調査の結果、大
別して 2 つの戦略に類型化された。１つは、
コモンズの領域を守るためにグローバル化
に対抗する戦略であり、伝統的な地縁に基づ
く共同性の回復・再生を促進していくタイプ
が多い。もう 1つは、グローバル化に順応す
る戦略であり、地縁を越えた協業関係を促
進・強化していくタイプである。両戦略に共
通して重要なこととして、コモンズをめぐる
複数のアクターが共通の目標を設定するこ
と、その目標の達成を実現させるような制度
（組織）を構築すること、それをいかにうま
く機能させるかが大きな課題となることが
判明した。 
 第 3 に、環境ガバナンスの基礎におかれ
るべき、自然資本の臨界性に関する科学的
知見がまだ脆弱なことである。理論研究に
おいては、生態系システムのレジームシフト
のメカニズム、非凸な生産関数をもつ最適成
長 モ デ ル 、 backward perfect foresight 
macroeconomic model での学習メカニズムの
組み込み方など臨界性を識別するための核
となる内容について既往研究の批判的吟味
を行い、標準的なパラメトリック・モデルを
用いて、非凸な生産関数をもつ最適成長モデ
ルにおける DNS ポイント（スキバ・ポイント）
の性質について調べた。これまでの経済モデ
ルでは、速く変化する変数とゆっくりと変化
するパラメターの区別、限定合理的で学習す
る経済主体の想定、多均衡をもたらす非凸性
などが十分に取り込まれてこなかった。これ
らの限界を克服し、異なる文脈で用いられて
いた、現実の生態系を規定する重要な要素を
取り込み、組み合わせる点に本研究の理論上
の大きな可能性があることが明らかになっ
た。特に、学習のあり方が、社会経済の持続
可能性にいかなる影響を及ぼすかが明らか
にできれば、臨界性の識別に寄与するところ
は大きい。これらの理論的考察をガバナンス
の指針に翻訳する課題が残されている。 
第 4に、現在の統治構造やガバナンスの失

敗ないし欠陥の問題である。現に発生してい
る環境問題の領域・境界線と、民主主義がお
こなわれている領域・境界線はしばしば一致
しないため、通常の政治過程では、適切に環



境問題に対処できないケースが少なくない。
いわゆるガバナンスの概念は、一般に、政府
による統治と対比されて使われることが多
いが、それのみならず、従来型の議会制民主
主義の枠組みとは異なる政治プロセスを用
いながら、にもかかわらず、おおむね民主的
といえるような、解決への取組みがなされる
ケースについても、用いられることがしばし
ばある。複数の自治体やＮＰＯ、専門家など
の多様な主体が、「委員会」のようなかたち
で、環境保全に取組むケースが増えているが、
こうした枠組みは、従来の民主主義理解から
すれば、必ずしも民主的とは呼べないが、実
態に着目する限り、決して非民主的な意思決
定がおこなわれているわけではない。むしろ、
民主主義の理念を、こうしたガバナンスがお
こなわれているケースにも当てはめること
ができるように、拡張すべきであるかもしれ
ない。ただし、そこでは、責任追及の仕組み
を担保することの重要性も忘れるべきでは
ないだろう。また、環境ガバナンスのような、
専門的知識が不可欠な政策領域においては、
専門家の果たす役割は無視し難い。専門家の
知識や経験を、民主主義の政治・政策プロセ
スのなかに、いかに取り込んでいくかは、依
然として残されている課題である。言うまで
もなく、民主的プロセスを無視して専門家が
決定をおこなうことも、また、専門家の知見
を無視して、単なる参加や投票によって決定
をおこなうことも、いずれも不適切である。
だとすれば、民主主義的な決定のプロセスの
なかに、討議や熟議の要素をなんらかのかた
ちで組み込み、そこに専門家の声が届くよう
にする以外になく、日本ではまだ始まったば
かりのところであるが、今後はそのような方
向での制度改革も必要とされる。 
【持続可能な発展パターンへの移行を阻害
する要因を克服する環境ガバナンスのあり
方について、グローバルからローカルまで
各レベルで相互の連関や変容過程に着目し
つつ明らかにする】 

この研究課題については、主として気候
変動防止問題を素材にして、分析・検討し
た。国レベルの気候変動防止のための制度・
取組みは、気候変動防止のための国際制度か
ら強く影響を受ける一方、国内における対策
の積み重ねが国際的な気候変動防止のため
のガバナンスのあり方に関する議論に、逆方
向での影響を及ぼすようになっていったと
考えられる。そのような双方向的な影響関係
を意識しつつ、欧州連合，ドイツ，アメリカ
の政策動向について調査分析した。特にドイ
ツについては、排出権の初期割当の方法
や、有償割当の法的許容性に関して検討
した。国際的な枠組みを踏まえた欧州連合全
体の制度枠組みを構成国に受け入れる際に
生じる構成国の法秩序との矛盾抵触，その克

服のプロセスを具体的に明らかにした。欧州
連合・ドイツの民生・業務部門の対策につい
て調査分析を行ったところ、都市計画規制・
建築規制の中に省エネ施策を統合すること
が必要であり有効であるということが確認
された。またドイツでは、自治体レベルで、
市民団体の主導によって福祉・失業政策と省
エネ政策を統合する取り組みが行われ、一種
の環境政策統合がボトムアップで進んでい
ることが明らかになった。2011年 3月に起こ
った東日本大震災と福島原発事故によって、
日本の気候ガバナンスが国のエネルギー政
策に大きな影響を受けていることがあらた
めて確認されたが、対照的で興味深い。 

2013年以降の国際的枠組みについては，も
ともと米国が京都議定書に批准していない
ことから始まった話であるが、1997年の京都
会議までと現在とでは，さまざまな状況の変
化があるので、ダイナミクスという視点が不
可欠である。O.ヤングは，ダイナミックなシ
ステムとしての環境資源レジーム変化を規
定する要因を内生的要因と外生的要因の 2つ
に区別して論じている。中国などの新興国の
台頭と、温暖化防止への取り組みを機会と見
るパラダイム転換および炭素市場の出現と
拡大が大きな影響を及ぼし、今後のレジーム
変化を規定する基本的要因になることを確
認した。 
 グローバル、ナショナル、ローカルおよび
リージョナルな取り組みや課題の相互関係
は複雑であるが、本特定領域研究では、持続
可能な地域発展をすすめるという立場から
出発した場合に、その実現には、ナショナル
やグローバルにどのような条件が整わなけ
ればならないか、また逆に、グローバリゼー
ションが進行する中で、地域においてどうい
う取り組みがなぜ起こっているか、現場での
具体的様相とその多様性を解明するという
アプローチを取った。持続可能な低炭素社会
づくりやローカル・コモンズ管理に基づく戦
略に着目した調査分析を行い、重層的ガバナ
ンスを考える基礎的知見を集積できた。 
 本研究課題は国内外において大きく取り
上げられ、学術分野においてはもちろんのこ
と、Earth System Governance などより実践
性を持った国際学会等でも検討されたし、お
そらく今後継続的に議論されるテーマとし
て定着することになったと思われる。そのこ
とに本特定領域研究の成果も大きく貢献し
ている。 
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